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５ セミナーの開催 

（１）開催概要 

2021 年 1 月 22 日（金）に事業の一環として、「変わる、IT 業界の働き方～テレワークに

より加速した働き方改革～」と題したオンラインセミナーを開催した。セミナーでは、IT 業

界について、新型コロナウイルス等による働き方の変化をアンケート結果にもとづき紹介し

た他、働き方改革推進のポイントや企業事例も紹介した。また、パネルディスカッションで

は、デジタル化が進む働き方の現状と今後の展望などについて議論した。当日は、IT 企業の

人事・総務部門を中心に、経営・企画部門やその他の部門、また専門職や士業関係者など、企

業の働き方改革を推進する立場の方や支援する立場の方に幅広く参加いただいた。セミナー

の開催概要は以下のとおりである。 

図表 5-1：セミナー開催概要 

開催日 2021 年 1 月 22 日（金） 

会場 オンライン（Zoom によるウェビナー形式） 

 

 

 

講

演

者 

基調講演 学習院大学 名誉教授/学習院さくらアカデミー アカデミー長 今野 浩一郎 氏 

講演 PwC コンサルティング合同会社 公共事業部マネージャー 千賀 篤史 氏 

事例紹介 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 人事部部長代行 清水 泰治 氏 

株式会社リンクレア 経営企画室マネジャ 部田 裕介 氏 

パネルディス 

カッション 

＜パネリスト＞ 

第一芙蓉法律事務所 弁護士 小鍛冶 広道 氏 

株式会社エムケーパーソナルセンター 代表取締役 堀之内 克彦 氏 

SCSK 株式会社 人事・総務グループ労務部副部長 板矢 幸信 氏 

＜モデレーター＞ 

TEAM biz-consultant 代表/社会保険労務士法人阿部事務所所長 阿部 真弓 氏 

参加者数 282 名 

 

（２）セミナーの周知 

セミナーの内容について周知するため、リーフレット（A4版・カラー両面印刷 9,850部）

を作成し、労働局・労働基準監督署（7,990部）及び厚生労働省（30部）、働き方改革推進

支援センター（1,410部）、経営者団体（20部）、労働組合（40部）、各事業団体（380部）

に配付した。また、JISAメールマガジンによる情報発信（7,000ユーザ）、Webサイトへの掲

載（月間平均で約 10万件（頁単位）のアクセス）により一層の周知を図り、検討委員会メ

ンバーの各事業者団体が有する会員向け媒体を活用した。 
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■リーフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■厚生労働省ウェブサイト「IT業界の働き方・休み方の推進」での案内 
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 ■JISAメールマガジンでの案内 

 

 

 ■JISAWebサイトでのご案内 
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また、今回のセミナーでは、IT企業の働き方改革を実践する企業経営者や担当者、また企

業の働き方改革を支援する士業関係者（社会保険労務士や中小企業診断士等）などを対象と

していることから、インターネット広告を活用した集客施策も実施した。具体的には、

ADMATRIX DSPを利用したバナー広告、Facebookによる広告、日経 BP DMPターゲティングメ

ールを利用し、それぞれ高度にターゲティングした対象にセミナーへの参加募集広告を配信

した。 

 ADMATRIX DSPは想定したクリック数（3,374click）を下回ったものの、Facebookでは想

定したクリック数（4,750click）を大きく上回り、また日経 BP DMP ターゲティングメール

では想定したクリック数（622click）を上回る結果となった。 

 

【ADMATRIX DSP】 

オフィス配信：社会保険労務士事務所、オーディエンス配信：職業:社会保険労務士、職位:経

営層、職種:人事職、総務職など細かくターゲティング 

実施期間：12月 21日～1月 21日 

表示回数：5,097,028imp 

クリック数：2,278click 

クリック率：0.045% 

 

 

 

 

 

【Facebook】 

オーディエンスターゲティング 

興味関心＞人事管理システム／人事労務管理／税理士 

興味関心＞人事／経営戦略論、利用者層＞業界＞IT・技術／マネジメント 

実施期間：12月 28日～1月 21日 

表示回数：880,816imp 

クリック数：14,192click 

クリック率；1.61% 

 

 

  

表示回数 クリック数 クリック率 投稿のリアクション

364,926 6,584 1.80% 547

515,890 7,608 1.47% 781②人事／経営戦略論／IT・技術／マネジメント

ターゲティングカテゴリ

①人事管理システム／人事労務管理／税理士
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【日経 BP DMP ターゲティングメール】 

業種：情報処理 SIソフトウェア、コンサル会計法律関係 

職種：経営者・役員、経営企画、総務人事、情報処理情報、システム、専門職（法律関係） 

配信日：1月 15日 

配信数：170,003通 

クリック数：720click 

クリック率：0.42% 

 

 

 

（３）プログラム概要 

セミナー最初のプログラムは、基調講演として「IT 業界の働き方に関する経年変化と新型

コロナウイルスの影響調査」から IT 企業の働き方改革施策の現状を確認するとともに、コロ

ナ禍における働き方の変化を踏まえ、働き方改革を推進するための施策の方向性について説

明があった。2 番目のプログラムでは、本事業で作成した「働き方改革実践の手引き～企業と

社員のための働き方改革へ～」を活用した働き方改革の推進手法について説明があった。3 番

目は「企業と社員のための働き方改革」と題し、各社における取組事例の説明があった。最後

のプログラムは、「未来予測が難しい時代の働き方を展望」をテーマにパネルディスカッショ

ンを行った。 
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（４）参加者アンケート結果 

当日のセミナー参加者に対してアンケートを行った。回答結果は以下のとおりである。 

図表 5-2：参加者アンケート回収結果 

 参加者数 回答者数 回答率 

変わる、IT 業界の働き方～テレワーク

により加速した働き方改革～ 

282 名 81 名 28.7% 

 

アンケート回答者の所属部署については「ＩＴ企業（人事・総務部門）」が 24.7%であり、

役職については、「経営層」が 25.9%である。 

図表 5-3：所属部署と役職 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

セミナーの開催を知ったきっかけについては、「JISAメルマガ」が 32.1%と最も多く、次

に「上司等知り合いから聞いて」が続いている。 

図表 5-4：セミナーの開催を知ったきっかけ 

 

1.2%

2.5%

4.9%

4.9%

6.2%

7.4%

7.4%

16.1%

17.3%

32.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

セミナーリーフレット

インターネット広告

厚生労働省ウェブページ

その他メールでの案内

その他 (具体的に)

厚生労働省SNS

JISAウェブページ

日経BPメルマガ

上司等知り合いから聞いて

JISAメルマガ

本セミナーの開催を何でお知りになりましたか n=81

25.9%

16.1%

19.8%

32.1%

6.2%

アンケート回答者の役職

経営層 部長
課長 係長・一般職員
その他 (具体的に)

n=81

24.7%

16.1%

33.3%

3.7%

7.4%

14.8%

アンケート回答者の所属部署

ＩＴ企業（人事・総務部門） ＩＴ企業（経営・企画部門）

ＩＴ企業（その他部門） ＩＴ業界以外の企業（人事・総務部門）

ＩＴ業界以外の企業（人事・総務部門以外） 専門職・士業

n=81
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各講演プログラムの参考度合いについては、企業の事例紹介は「大変参考になった」「参

考になった」が合わせて 95%以上であり、働き方改革に関する企業の具体的な取組事例への

関心の高さを示している。また、各プログラムともに「大変参考になった」「参考になっ

た」の合計が 80%を超えており、総じて参加者の期待に応えることができたセミナーとなっ

たと言える。 

図表 5-5：各講演プログラムの参考度合 

 

 

アンケート回答者のテレワークの実施状況として、95%以上がテレワークを実施してお

り、コロナ禍をきっかけにテレワークの実施が加速したことが伺える。 

図表 5-6：テレワークの実施状況 

 

 

  

27.6%

28.2%

19.5%

19.5%

65.8%

67.9%

70.1%

70.1%

6.6%

3.8%

9.1%

9.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パネルディスカッション

事例紹介

講演

基調講演

各講演プログラムの参考度合

大変参考になった 参考になった どちらともいえない

あまり参考にならなかった 参考にならなかった

n=81

29.6%

66.7%

2.5%
1.2%

アンケート回答者のテレワーク実施状況

コロナ禍前から実施している コロナ禍以降から実施している

現在実施していないが、今後実施する予定である 現在実施しておらず、今後も実施する予定はない

n=81
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アンケート回答者企業での働き方改革に関する取組状況としては、80%以上の企業が何

かしらの取組に既に着手している。また、15%以上の企業が「検討中」であり、働き方改

革への取組に前向きな姿勢を示している。 

図表 5-7：働き方改革に関する取組の実施状況 

 

  

81.0%

15.2%

2.5% 1.3%

アンケート回答者の働き方改革に関す

る取組の実施状況

行っている 検討中
検討していない わからない

n=81




